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除の下限額が 5000 円から 2000 円に引き下げられた。2015 年には通常必要な確定申告を
行わなくても寄附金控除を受けられるワンストップ特例制度が導入され，寄附金額は急増










2018 年 7 月に発表された 2017 年度のふるさと納税の北海道（市町村含む）への寄附額は










本稿の構成は以下の通りである。第 2 章では 2018 年時点でのふるさと納税制度の現状





















当初の制度運用から性質が変わってきたことを見越して，2016 年からは毎年 4 月にそ
れぞれ総務大臣名で各自治体向けに，ふるさと納税の返礼品に対する通知が公表されてい
る。2016 年 4 月の通知では，換金性の高いポイントや資産性の高い電化製品などの返礼
品を自粛するよう要請された。2017 年 4 月の通知では，全国の自治体に対して寄附額に

































































変数名 平均値 標準偏差 最大値 最小値 
返礼品率 0.2812 0.218679 0.6809 0.00 
広報費用（円） 14,416,352 5,575,146 80,710,040 0 




定数項 10,996,214（0.6841） 90,425,551(0.9752) 64,984,801(0.2841) 
返礼品率 26,203,903（3.4109）** 28,274,050(3.7984)** 22,883,524(4.2756)** 
広報費用 37.65006（4.8318）**  30.64739(5.8613)** 34.18147(3.4460)** 
送付費用 9.126743（8.5981）**  3.066259(6.2740)** 5.623221(1.4978) 
コメダミー 25,917,422(1.2017)   
カニダミー  346,013,855（5.5904）**  
牛肉ダミー   172,557,993（2.9703）** 
調整済決定係数 0.530395 0.624102 0.584799 
 
注：** は 1% で有意である。
ここで，DON はふるさと納税による寄附額，RETURN は寄附金額に対する返礼品額
の比率，PR は広報費用，SEND は送付費用である。Dummy は該当する返礼品を用意し
ている場合は 1，そうでない場合を 0とする変数である。
回帰分析の結果は表 2のようになった。北海道内の市町村の場合，返礼品率が 1％増加
すると 2620 万円のふるさと納税受入額の増収となった。これは逆に，返礼品率が 1％下
がると 2620 万円の減収となるともいえる。2017 年 4 月，2018 年 4 月と総務大臣からの通
知に従って返礼品率が上限の 30％へ変更されると，これまで返礼品率が 40％であった自
治体は 2 億 6200 万円，同 50％であった自治体は 5 億 2400 万円の減収となると予想され
る。これは小規模な自治体にとっては影響が大きい。広報費用が 1 円増加すると 37 円の
増収となった。送料などの返礼品以外の送付費用が1円増加すると9.12円の増収となった。
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